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トンネル（NATM）計測要領（案） 
 

１．計測の目的 
 トンネル掘削に伴う周辺地山及び各支保部材の変位並びに応力の変化等を把握し

工事の安全性及び経済性を確認することにある。 

 計測の目的は、具体的には次のとおりである。 

① 周辺地山の挙動を把握する。 

② 各支保部材の効果を知る。 

③ トンネル工事の安全性を確認する。 

④ 工事の経済性を確認する。 

⑤ 周辺構造物などへの影響を把握する。 

⑥ 計測結果を将来の工事計画のための資料とする。 

２．計測の種類 

 計測の種類は次のとおりとする。 

(１) 坑内観察調査 

(２) 天端沈下測定 

(３) 内空変位測定 

(４) 地山試料試験 

(５) 地中変位測定 

(６) ロックボルト軸力測定 

(７) 吹付コンクリート応力測定 

(８) 鋼アーチ支保工応力測定 

(９) 地表・地中の沈下測定 

(10) その他の計測 

３．計測の分類 

 トンネルの施工中に行う計測は計測Ａと計測Ｂに分類する。 

(１) 計測Ａ…計測Ａは、日常の施工管理と類似した条件のトンネルの設計に使

用するための資料の蓄積を目的とする。 

この計測は知識と経験を有する技術者と、その補助員が駐在して

行うものとする。 

(２) 計測Ｂ…計測Ｂは当初設計の妥当性の検証と実施設計へのフィードバック

及び類似した条件のトンネルの設計に使用するための資料の蓄積

を目的とする。 

この計測は専門の技術者に行わせるものとする。 
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４．計測計画 

 計測計画にあたっては、事前調査の結果にもとづき、計測の目的、トンネルの

規模を十分考慮して設計・施工に適応した計測計画を立てなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ 計測のフローチャート 
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５．計測Ａ 

 計測Ａは基本的に下記項目を実施するものとする。 

(１) 坑内観察調査 

(２) 天端沈下測定 

(３) 内空変位測定 

５－１ 坑内観察調査 

(１) 観察調査の目的 

 坑内観察調査は、切羽の地質状況及び湧水の状態、施工済みの支保部

材を目視によって観察調査し、当初設計時に想定した地山の状況と実際

の地山状況が一致しているかどうかの確認を行い、その結果から切羽の

前方の地質状態を推測すること、及び施工済のロックボルト、吹付コン

クリート等の支保部材の状態の確認を行うことを目的とする。 

 なお、坑口付近等の土被りの小さい箇所では、地表の観察を行ないト

ンネル掘削の影響の有無について確認を行う。 

(２) 観察調査の間隔 

 坑内の観察調査は、原則として各掘削毎に行うものとする。坑内観察

記録については、掘削日毎に行うものとし、地質が急変する箇所、坑口

附近、土被りの小さい箇所では適宜観察調査間隔を縮めるものとする。 

 又、施工済の支保部材の観察調査は原則として掘削日毎に行うものと

する。 

(３) 観察調査の要領 

1)  切羽の状況を観察し、切羽スケッチを作成する。図には次の事項を

記入する。 

① 地質（岩石名）とその分布、性状及び切羽の自立性 

② 地山の硬軟、割れ目の間隔とその卓越方向等の地山の状態 

③ 断層の分布、走行、傾斜、粘土化の程度 

④ 湧水箇所、湧水量とその状態 

⑤ 軟弱層の分布 

⑥ その他 

2) 切羽スケッチから地質縦断図及び地質平面図を作成する。 

3)  施工済みの支保工部材の状況を観察し、次のような異常があれば報

告する。 

① ロックボルト 

 ・頭部の破断 

 ・ベアリングプレートの地山への食い込み状況及び変状 

② 鋼製支保工 

 ・変状及び座屈の位置と状況 
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 ・可縮支保工の可縮状態 

 ・底板及び支保工の地山への食い込み状況 

③ 吹付けコンクリート 

 ・地山との密着状態 

 ・ひびわれの発生位置、種類、幅、長さ、発生時期 

 ・湧水箇所及び湧水量とその状態 

(４) 観察調査結果の報告 

 観察調査結果は原則として毎日監督職員に報告する。 

５－２ 天端沈下測定 

(１) 天端沈下測定の目的 

 天端の沈下測定は、掘削に伴うトンネル天端の同一位置における絶対

高さ標高の変化を水準測量によって求め、トンネル天端の沈下量、沈下

速度を把握することによってトンネルの安全性、支保工効果を判断する

資料を得ることを目的とする。 

(２) 天端沈下測定の間隔 

 天端沈下測定の間隔は、内空変位測定の間隔と同じにする。 

(３) 天端沈下測定の要領 

1)  天端沈下測定は天端の吹付コンクリートに計測用ピンを埋め込み、

水準測量により行う。 

2) 各測定点の測定は掘削後すみやかに行う。 

3) 測定頻度は内空変位測定の頻度と同じにする。 

(４) 天端沈下測定結果の報告 

 測定結果は各断面ごとに、沈下と時間経過及び切羽との離れとの関係

が判るグラフを作成し、図５－１のクリープ領域判定図との関係を関連

づけて整理し、計測の翌日までに監督職員に報告する。 

 なお、天端沈下量の測定結果は内空変位の経時変化図に一緒に書き込

むこと。 

 集積したデーターは、地山区分、土被りごとに沈下量が判るようにと

りまとめ監督職員に提出する。 

(５) 天端沈下測定結果の評価の目安 

 内空変位測定結果と同様の管理図を作成し、図５－１の天端沈下のク

リープ領域判定図の判定結果と合わせ、トンネル地山の安定の確認を行

う。 

 判定は２次クリープに移行する場合は、時間経過とともに変位が収束

するか３次クリープに移行するか、計測結果に充分な注意を行う。 

 ３次クリープに移行した場合はクリープ破壊が迫っていると判定し直

ちに沈下防止の対策を行う。なお、３次クリープに移行したかどうかの
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判定は図５－１(ｂ)のクリープ領域（Ｓ－logt）判定図を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 天端沈下のクリープ領域判定図 

 

５－３ 内空変位測定 

(１) 内空変位測定の目的 

 内空変位測定は、トンネルの安定及び支保工効果の確認支保工の施工

時期の判定、覆工の打設時期の判定等の資料を得ることを目的とする。 

(２) 内空変位測定の間隔 

 内空変位測定は、原則として30ｍに１箇所（１断面）及び設計パター

ンを変更する箇所で行うものとする。 

 ただし、施工初期段階（200ｍ程度の施工が進むまでの段階）では20

ｍ間隔とする。 

 なお、地山等級Ｄ、Ｅについては、適宜測定間隔を狭めるものとする。

坑口附近（０～２Ｄ区間）及び土被りの浅い（０～２Ｄ）の区間の測定

間隔は、10ｍを標準とする。 

(３) 内空変位測定の要領 

1) 測線の配置は、原則として図５－２を基本とする。 

2) 下半掘削通過後の測定は上下半同時期に実施する。 

3) 各測点の測定は掘削後すみやかに実施する。 

4) 測定頻度は、表５－１を基本とする。ただし、上半と下半の変位速

度が異る場合は、変位速度の大きい方の測定頻度に合わせるものとす

る。なお、変位速度が小さい場合でも坑口附近の測定頻度は１回／日

以上とする。 
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図５－２ 内空変位の測線 

 

表５－１ 内空変位測定の計測頻度 

   
頻   度 測定位置と切羽の離れ 変位速度（内空変位） 

２回／１日 ０～0.5Ｄ未満   10㎜／日以上 

１回／１日 0.5Ｄ～2.0Ｄ未満 ５～10㎜／日 

１回／２日 2.0Ｄ～5.0Ｄ未満 １～５㎜／日 

１回／１週 5.0Ｄ以上   １㎜／日以下 

   （Ｄ：トンネル掘削幅） 

(注) １ 計測頻度については、内空変位の変位速度より

定まる計測頻度と、切羽からの離れより定まる計

測頻度のうち頻度の高い方を採用するものとする。 

(注) ２ 内空変位の変位速度が１㎜／週以下となったこ

とを２回程度確認できたら監督職員と協議の上、

測定を終了してよいものとする。ただし、天端沈

下測定、内空変位測定については覆工前に最終変

位測定を行い、監督職員に承諾を得るものとする。 

(注)  ３ 切羽とは、下半、インバートを含むものをいう。 

(４) 内空変位測定の結果の報告 

 内空変位測定結果は各断面、各測線ごとに変位と時間経過及び切羽と

の離れとの関係がわかるグラフにし、測定の翌日までに監督職員に報告

する。なお、集積したデーターは地山区分、土被りごとに最終変位量が

分かるようにとりまとめ監督職員に提出する。 
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図５－３ 内空変位量－土被り 

 

(５) 内空変位測定結果の評価の目安 

1) トンネルの地山の安定と施工した支保工の効果の確認等を行うため

図５－４のような管理図を作成し（管理基準は掘削の初期段階では過

去の実績又は事前の数値解析により設定し、ある程度掘削が進みデー

ターの蓄積が行われた後は、施工済みの区間のデーターから管理基準

を修正する。）変位速度、変位量から許容範囲内に入るかどうかを判断

する。変位が上限値を超える恐れのある場合は増ボルト等を検討し、

下限値を下回る場合は、ロックボルトの軸力試験等の計測結果と合わ

せ、設計変更を行う必要があるかどうかの検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－４ 内空変位管理図の例 

 

2) 覆工の安全の確認 

 覆工打設前に変形が収束しているかを確認し、収束していなければ

打設時期を遅らせるか、覆工に必要な補強を行う。 
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６．計測Ｂ 
 計測Ｂには、下記の項目等があるが、設計へのフィードバックに必要な計測と位

置づけ、その必要性により、実施項目や頻度は適宜、選定するものとする。 

(１) 地山試料試験 

(２) 地中変位測定 

(３) ロックボルト軸力測定 

(４) 吹付コンクリート応力測定 

(５) 鋼アーチ支保工応力測定 

(６) 地表、地中の沈下測定 

(７) その他の計測 

 計測Ｂの地山条件に応じた計測項目は、表６－１を標準とする。 

 実施頻度については、設計へのフィードバックに必要な計測と位置づけ、

その必要性により適宜決定するものとする。 

 



  

29－9 

29 

表
６
－
１

 
地
山
条
件
に
応
じ
た
計
測
項
目

 

地
山
条
件

 
岩
種
と
地
山
等
級

 

計
 
 
 

 
測

 
 
 
 
Ｂ

 
施
工
時
に
問
題
と
な
る
現
象

 

（
計
測
の
対
象
と
な
る
現
象
）

 
必
要
な
計
測
項
目

 
地
山
条
件
等
に
応
じ
て
要
・
不
要
を
判

断
す
る
計
測
項
目

 

硬
岩

地
山

 
ａ
、
ｂ
、
ｃ
岩
種
の
Ａ
、
Ｂ

 
―
―
―
―
―

 
・
A
E
測
定
（
山
ハ
ネ
に
対
し
）

 
・
割
れ
目
等
の
分
離
面
か
ら
岩
塊
、
岩
片

の
緩
み
、
肌
落
ち
、
崩
落

 

 
ａ
、
ｂ
、
ｃ
岩
種
の
Ｃ
、
Ｄ

 
・
地
中
変
位
測
定

 

・
ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト
軸
力
測
定

 

―
―
―
―
―

 
・
山
ハ
ネ

 

軟
岩

地
山

 

（
膨
張
性
地
山

を
除
く
）

 

 

ｄ
１
岩
種
の
Ａ
、
Ｂ
、
Ｃ
、
Ｄ

 

ｄ
２
岩
種
の
Ｃ

 

・
地
中
変
位
測
定

 

・
ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト
軸
力
測
定

 

・
地
山
試
料
試
験

 

・
地
表
沈
下
測
定
（
土
被
り
の
浅
い
場

合
）

 

・
岩
塊
、
岩
片
の
緩
み
、
肌
落
ち
、
崩
落

 

膨
張

性
地

山
 
ｄ
１
岩
種
の
Ｅ

 

ｄ
２
岩
種
の
Ｄ
、
Ｅ

 

・
地
中
変
位
測
定

 

・
ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト
軸
力
測
定

 

・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
応
力
測
定

 

・
鋼
ア
ー
チ
支
保
工
応
力
測
定

 

・
断
面
測
定

 

・
支
保
工
沈
下
測
定

 

・
盤
膨
れ
測
定

 

・
初
期
変
位
測
定

 

・
地
山
試
料
試
験

 

・
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト
応
力
測
定

 

・
側
壁
の
押
出
し

 

・
盤
膨
れ

 

・
鏡
面
の
押
出
し

 

土
砂

地
山

 
ｅ
岩
種
の
Ｄ
、
Ｅ

 
・
地
表
沈
下
測
定

 

・
地
中
沈
下
測
定

 

・
地
表
（
地
山
、
構
造
物
）
観
察
調
査

 

・
地
中
変
位
測
定
（
傾
斜
計
）

 

・
ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト
軸
力
測
定

 

・
吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
応
力
測
定

 

・
鋼
ア
ー
チ
支
保
工
応
力
測
定

 

・
地
山
試
料
試
験

 

・
地
山
の
緩
み
と
そ
れ
に
伴
う
地
表
の
沈

下
 

・
切
羽
の
流
出

 

・
近
隣
構
造
物
へ
の
影
響

 

(注
) 

１
．
こ
の
表
は
、
問
題
と
な
る
現
象
を
対
象
と
し
た
観
察
・
計
測
項
目
の
選
定
の
考
え
方
を
示
し
た
も
の
で
個
々
の
ケ
ー
ス
に
応
じ
た
的
確
な
項
目
の
選
定
が
肝
要
で
あ
る
。

 

 
 
 
２
．
す
べ
て
の
地
山
条
件
に
つ
い
て
、
水
が
施
工
に
与
え
る
影
響
は
大
き
く
、
必
要
な
場
合
に
は
坑
外
か
ら
の
ボ
ー
リ
ン
グ
、
坑
内
か
ら
の
先
進
ボ
ー
リ
ン
グ
、
さ
ら
に
そ
れ
を
利
用

し
た
地
下
水
位
、
湧
水
量
、
湧
水
圧
・
透
水
係
数
等
の
測
定
を
行
う
。

 

 
 
 
３
．
ａ
、
ｂ
、
ｃ
岩
種
の
Ｅ
に
つ
い
て
は
、
地
山
の
風
化
の
程
度
や
節
理
の
粘
土
化
の
程
度
等
に
よ
っ
て
、
掘
削
時
の
挙
動
は
大
き
く
異
な
る
の
で
、
本
表
に
は
示
さ
な
い
が
、
こ
こ

に
示
し
た
よ
う
に
施
工
時
に
問
題
と
な
る
現
象
を
的
確
に
予
測
し
、
適
切
な
計
測
項
目
を
選
定
す
る
必
要
が
あ
る
。
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６－１ 地山試料試験 

 地山試料試験は表６－２の項目を標準として実施する。 

表６－２ 地山試料試験項目（標準） 

試験項目 試験によって 

得られる物性値 

地山区分 試験の規格 

硬岩 軟岩 土砂 
膨張性 

地 山 
JIS 

注１) 

KDK 

注２) 

KODAN 

土 木 

学 会 

単 位 体 積 

重 量 試 験 

単位体積重量 △ 〇 〇 〇 Ａ1202 Ｓ0501 Ａ1202  

自 然 

含 水 比 

含水比  〇 〇 〇 Ａ1203 Ｓ0501 Ａ1203  

粒 度 試 験 粒度分布   〇 〇 Ａ1204  Ａ1204  

土 粒 子 の 

密 度 試 験 

土粒子の真比重   〇 〇 Ａ1202  Ａ1202  

コンシステンシー 

試     験 

液性限界、塑性 

限界、塑性指数 

  △ 〇 Ａ1205  Ａ1205  

一 軸 圧 縮 

試     験 

一軸圧縮強度、

静弾性係数、静 

ポアソン比 

△ 〇 〇 〇 Ａ1216 Ｓ0502 

Ｓ0503 

  

三 軸 圧 縮 

試     験 

粘着力、内部摩 

擦角 

 〇 〇 〇  岩石の

三軸圧

縮試験

方法 

Ｓ0913 

 軟岩の三

軸圧縮試

験 

一 軸 引 張 

圧 裂 試 験 

引張強度 △ △  △  引張試

験方法 

  

動 弾 性 

係 数 測 定 

Ｐ波速度、Ｓ波 

速度、動弾性係 

数、動鋼性率、 

動ポアソン比 

△ 〇  〇 Ａ1127 Ｓ0503   

スレーキング試

験浸水崩壊試験

（浸水崩壊度試験） 

  〇  〇   110 

111 

簡易スレ

ーキング

試験法 

陽 イ オ ン 

交換容量試験 

モンモリロナイ 

ト等の含有量の 

推定 

   △    陽イオン

交換容量

（CEC）の

測定 

Ｘ 線 分 析 粘土鉱物の種類  △ △ 〇    Ｘ線粉末

回折によ

る鉱物の

推定方法 

(注) １．KDK：国土交通省土木試験基準（案） 

(注) ２．KODAN：日本道路公団土木工事試験方法 

(注) ３．〇 よく実施する項目 △ 場合によっては実施する項目 
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６－２ 地中変位測定 

(１) 地中変位測定の目的 

 地中変位測定は地中の相対変位を深度毎に測定することによって、トン

ネル周辺の地山の緩み領域を把握し、ロックボルトの適性長の判断や、地

表や近接構造物への影響の判断に用いる資料を得ることを目的とする。 

(２) 地中変位測定の要領 

1) １断面当り５箇所の測線を標準とする。 

2) 最深部が不動点となるようにし、計測深度は１ｍ毎程度とする。 

3) 測定は、同じ位置で行われる天端沈下測定、内空変位測定と同時に行

うものとする。 

(３) 地中変位測定結果の報告 

 地中変位測定結果は、各測定断面ごとに、各測点ごとの経時変位及び切

羽との離れの関係が判るグラフと、各測点ごとの深度と地中変位及びひず

みの関係が判る図を作成し、他の計測結果と関連づけて整理し報告する。 

(４) 地中変位測定結果の評価の目安 

 各測点ごとの深度と地中変位の関係図（図６－１）から変位量の変化が

不連結な位置を知ることによって、トンネル地山内の緩み領域（塑性領域）

と支保領域（弾性領域）の境界位置の判断を行い、各測点ごとの深度とひ

ずみの分布図（図６－２）から地表や近接構造物への影響の判断を行う。 

 又、ロックボルトの適性長は緩み領域と支保領域の境界位置が、ロック

ボルトの埋込位置の中心からややトンネル壁面に寄った所にくる場合であ

るので、境界位置がトンネル壁面に近い場合はロックボルトを短くし、遠

い場合は長くするなどロックボルトの適性長の判断を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図６－１ 深度～地中変位 図６－２ 地中ひずみ分布 
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６－３ ロックボルトの軸力測定 

(１) ロックボルトの軸力測定の目的 

 ロックボルトの軸力測定はロックボルトに作用する軸力の大きさ及びそ

の分布から、ロックボルトの耐力及び配置や適性長を判断するとともに、

他の計測結果と合わせ、トンネル周辺地山のゆるみ領域を判断する資料を

得ることを目的とする。 

(２) ロックボルトの軸力測定の本数 

 １断面当り５本を標準とする。 

(３) ロックボルトの軸力測定の要領 

 測定は、同じ位置で行われる天端沈下測定、内空変位測定と同時に行う。 

(４) ロックボルトの軸力測定結果の報告 

 ロックボルトの軸力測定の測定結果は、各測定断面ごとに、各測点の深

度ごとのロックボルトの軸力の経時変化と切羽との離れの関係が判るグラ

フと各断面ごとのロックボルトの軸力の経時変化が判る軸力分布図等を作

成し報告する。 

(５) ロックボルトの軸力測定結果の評価の目安 

イ．ロックボルトの降伏の判定 

 ロックボルトの軸力がロックボルトの降伏荷重及び降伏荷重に近い状

態の場合には、地中変位や内空変位の収束状態も加味したうえで増しボ

ルトの打設や増し吹付などの補強を行う。 

ロ．ロックボルトの軸力分布の評価 

 ロックボルトの軸力分布のピーク位置は、トンネル地山内の支保領域

（弾性領域）と緩み領域（塑性領域）との境界位置と推定されるので、ロ

ックボルトの軸力分布図（図６－３）から緩み領域の判断を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－３ ロックボルトの軸力分布 
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 又、理想的なロックボルトの軸力分布は、ピーク位置がロックボルト

の中心からややトンネル壁面に寄った所にくる場合であるので、ピーク

位置がトンネル壁面に近い場合はロックボルト長を短くし、遠い場合は

長くするなど適正なロックボルト長の判断を行う。（図６－４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－４ ロックボルトの軸力分布 

 

６－４ 吹付コンクリート応力の測定 

(１) 吹付コンクリート応力測定の目的 

 吹付コンクリート応力の測定は、吹付コンクリートに作用する背面土圧

及び支保工部材内に発生する応力を推定及び測定することによって、トン

ネルの安全性を判断する資料を得ることを目的とする。 

(２) 吹付コンクリート応力測定の種類及び適用 

 吹付コンクリート応力測定は、吹付コンクリートに作用する背面土圧及

び吹付コンクリート内に発生する応力を推定及び測定する応力測定とに分

けられる。 

(３) 吹付コンクリート応力測定の要領 

(イ) 吹付コンクリート応力の測定方法は、吹付コンクリート施工時に応

力計及び土圧計を埋設し測定する方法と、吹付コンクリート表面に測

点を設けて表面変位から応力を算出する方法があるが、地質の状況及

びトンネル断面の形状、大きさ等の検討を行い選定を行うこと。 

(ロ) 吹付コンクリートの表面変位から覆工応力を算出する場合の覆工応

力は、コバリーの図を用いて算出する。 
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図６－５ コバリーの図 

 

(ハ) 測定箇所は下記を標準とする。 

 応力計を埋設する場合……１断面５箇所 

 表面変位を測定する場合……適宜決定する。 

(ニ) 測定は、同じ位置で行われる天端沈下測定、内空変位測定と同時に

行う。 

(４) 吹付コンクリート応力測定結果の報告 

 応力測定結果は、各断面、各測点ごとに経時変化及び切羽との離れ、支

保工の施工時期との関連性が判るグラフにし他の計測結果と関連づけて整

理し報告する。 
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６－５ 鋼アーチ支保工応力測定 

(１) 鋼アーチ支保工応力測定の目的 

 鋼アーチ支保工応力測定は、鋼アーチ支保工に生じる応力の大きさ、分

布状況等を測定することによって、鋼アーチ支保工の大きさや設置間隔等

を判断し、他の支保工の応力測定とあわせてトンネルの安全性を判断する

資料を得ることを目的とする。 

(２) 鋼アーチ支保工応力測定の要領 

1)  鋼アーチ支保工応力測定は、土圧の大きさ、方向、分布等により軸力、

せん断力、曲げモーメント等の測定位置、方法が異なるため適宜状況を

判断して実施するものとする。 

2) 測定は、同じ位置で行われる天端沈下測定、内空変位測定と同時に行

うものとする。 

(３) 鋼アーチ支保工応力測定結果の報告 

 「吹付コンクリート応力測定結果の報告」と同様に整理し報告する。 

６－６ 地表・地中沈下測定 

(１) 地表・地中沈下測定の目的 

 地表・地中沈下測定は、トンネル掘削に伴う地表及び地中の沈下を測定

することによって、地表と地中における地山の挙動及び沈下による影響範

囲を把握し、トンネル周辺地山の安定の確認と、地表及び近接構造物への

影響の判断に用いる資料を得ることを目的とする。 

(２) 地表・地中沈下測定の実施の判断 

 地表及び地中沈下測定の実施を行うに当っては、沈下量が小さいと判断

される場合及び沈下量が小さく地表及び近接構造物への影響が少ないと判

断される場合は、地表地下測定のみを実施するものとし、沈下量が大きく

地表及び近接構造物への影響が大きいと判断される場合は、地表沈下測定

及び地中沈下測定の両方を実施する。 

 なお、地表沈下測定及び地中沈下測定を実施する場合の判断基準は次の

とおりとする。 

① 土被りが掘削幅の３倍以下で、かつ地表沈下及び地中沈下が支障とな

る構造物等がある場合。 

② 土被りが掘削幅の２倍以下。 

(３) 地表・地中沈下測定の要領 

イ．地表沈下測定 

(イ) 地表沈下測定の方法 

 地表沈下測定は測定杭をコンクリートで固定し、水準測定で行う。 

(ロ) 地表沈下測定の縦断方向測定位置及び間隔 

 地表沈下測定の縦断方向の測定間隔は、地質の状態、土被り、地
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下水、地表及び近接構造物の重要度等の条件と、トンネル掘削径、

掘削方法を総合的に検討し決定すること。 

 又、測定位置は内空変位、天端沈下測定の位置と可能な限り合わ

せるものとする。 

 なお、トンネル土被りと掘削径との関係に対する測点の間隔は次

表を標準とする。 

表６－３ 地表沈下測定のトンネル縦断方向の測点間隔 

土被りｈとトンネル掘削幅Ｄの関係 測点の間隔 

２Ｄ＜ｈ 20～50ｍ 

Ｄ＜ｈ＜２Ｄ 10～20ｍ 

ｈ＜Ｄ ５～10ｍ 

 
(注) １ 施工初期の段階、あるいは地質変化の激しい場合、 

沈下量の大きい場合などは表中の間隔より狭くする。 

(注) ２ 影響を受ける可能性のある構造物の周辺では間隔を 

狭くする。 

(注) ３ ある程度施工が進み、地質が良好で変化が少なく、 

沈下量も小さい場合には表中の間隔より広くする。 

(ハ) 地表沈下測定の横断方向測定範囲及び間隔 

 地表沈下測定の横断方向の測定範囲及び間隔は図６－７を標準と

する。 

 なお、地表及び近接構造物の附近では測定間隔を適宜縮めるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－７ 地表沈下の測定範囲及び間隔 
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ロ．地中沈下測定 

(イ) 地中沈下測定の方法 

 地中沈下測定の測定点の設置方法は次図を標準とし、測定は水準

測量で行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－８ 地中沈下測定点の設置例 

 

(ロ) 地中沈下測定の縦断方向測定位置及び間隔 

 地中沈下測定の縦断方向の測定位置及び間隔は、地表沈下測定の

測定位置及び間隔に合わせるものとする。 

(ハ) 地中沈下測定の横断方向測定間隔 

 地中沈下測定の横断方向の測定間隔は、地表沈下測定結果との関

連が判るように配置すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－９ 地中沈下測定点の配置例 

 

ハ．地表・地中沈下測定の期間 

 地表・地中の沈下測定は、トンネル掘削に伴う沈下の影響が表われる

以前から測定を開始するものとし、地表及び地中の沈下が収れんするま
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で測定を行うものとする。 

 なお、トンネル切羽の進行に伴う地表沈下の影響範囲は一般的には次

図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－10 地表・地中沈下の影響範囲 

 

ニ．地表・地中沈下測定の頻度 

 地表・地中沈下測定は、同時に行われる天端沈下測定、内空変位測定

とあわせて行うものとする。 

(４) 地表・地中沈下測定結果の報告 

 地表・地中沈下測定の測定結果は、沈下量と経時変化及び切羽との離れ、

上、下半掘削時期等がわかるグラフ（図６－11、６－12）と横断方向の上、

下半掘削等の施工段階ごとの沈下分布図（図６－13）を作成し、天端沈下

測定結果等他の計測結果と関連づけて整理し、測定の翌日までに報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－11 地表沈下量経時変化 
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図６－12 地中沈下量経時変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－13 地表沈下分布（横断方向） 

 

(５) 地表・地中沈下測定結果の評価の目安 

 トンネル掘削に伴う地表及び地中沈下の許容値を定め、掘削に伴う沈下

がこれを上まわると予想される場合は、直ちに対策工法の検討を行う。 

 なお、地表及び近接構造物への影響に対する許容値は構造物の種類、重

要度等を勘案して適宜決定するものとする。 

 又、トンネル地山の安定の評価は、地表沈下については「天端沈下測定」

の評価の目安に準じて行うものとし、地中沈下は「地中変位測定」の評価

の目安に準じて行うものとする。 

６－７ その他の計測 

(１) 覆工応力測定 

(２) ロックボルト引抜試験 

(３) 盤ぶくれ測定 

(４) AE測定 

(５) 覆工クラック測定 
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